
調査結果のポイント
◆景況感は非製造業を中心に改善
　先行きも持ち直す見込み

◆現在の経営課題は「原材料・人件費の増加」が前回から引き続き最多に

◆企業がSDGsに関連して行っている取組みとしては、「節電・省エネルギー」、
　「廃棄物の削減・リサイクル」、「従業員の働きやすい環境の整備」が多かった。
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 は じ め に  
 
 

拝啓 貴社ますますご清祥のこととお慶び申しあげます。  
当社社業につきましては、平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。  
また、ご多忙中にも関わらず、「ニニッッセセイイ景景況況アアンンケケーートト」」にご協力いただき、心か

ら御礼申しあげます。  
 

当社では、企業経営においてご関心が高いと思われるテーマについて有益な情報を

ご提供すべく、「ニッセイ景況アンケート」を実施させていただいており、景況感や雇

用動向などの定例項目に加え、毎回、企業経営に関連の深い個別テーマを設け、特別

調査としてご意見を伺っております。  
近年、消費者の環境意識の高まりや女性や高齢者などの就業増加による働き手の多

様化といった社会の変化を背景にビジネスを取り巻く環境は変化し続けています。こ

のような背景のもと、今回の特別調査では、「企業の SDGs 取組みの現状と課題」と題

し、SDGs についての対応状況、取組み内容についてお伺いさせていただきました。今

般、ご回答賜りましたアンケートの集計・分析がまとまりましたので、調査結果とし

てここにご報告させていただきます。  
また、ご参考までに、「リファラル採用が、じわり浸透中」と題する特別レポートも

巻末に掲載いたしております。  
 
今回のご報告が、貴社の今後の経営において何らかのお役に立つことができれば、

大変幸甚に存じます。  

 
末筆ではございますが、貴社のますますのご発展を祈念いたしますとともに、ご多

忙中にも関わらずアンケートにご協力いただきました皆様方に、心から御礼申しあげ

ます。  
 
 

敬 具  
 
 

日本生命保険相互会社  
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【調査概要】  
 
 
 １．調査時期：２０２３年７月、８月、９月、１０月  
 ２．回答企業数：８，９５７社  
 ３．回答企業の属性  

 
〔地域別状況〕                  〔企業規模別状況〕  

北海道 301          3.4           
東 北 398          4.4           
関 東 2,660       29.7         

甲信越・北陸 592          6.6           

東 海 865          9.7           

近 畿 2,200       24.6         
中 国 751          8.4           
四 国 350          3.9           

九州・沖縄 839          9.4           
無回答・不明 1 0.0

合 計 8,957       100.0       

社　数（社） 構成比（％）

 

1,000名超 162 1.8
300名超1,000名以下 664 7.4

300名以下 8,130 90.8
無回答・不明 1 0.0

合　　　計 8,957 100.0

社　数（社） 構成比（％）

 

 

社数 構成比 社数 構成比

（社） （％） （社） （％）

　製造業 2,897 32.3 　非製造業 6,059 67.6

　素材型製造業 970 10.8 　建設・設備工事 1,738 19.4

　農林水産業 86 1.0 　運輸・倉庫 603 6.7

　鉱業・石油・窯業・土石 88 1.0 　通　　　信 61 0.7

　繊維・衣服 135 1.5 　不　動　産 281 3.1

　鉄　　　鋼 155 1.7 　卸　　　売 803 9.0

　非鉄金属・金属製品 337 3.8 　小　　　売 616 6.9

　化      学 169 1.9 　飲　　　食 141 1.6

　加工型製造業 1,927 21.5 　サービス業 1,680 18.8

　食　　　品 279 3.1 　①情報サービス 262 2.9

　家具・装備品・木製品 73 0.8 　②専門サービス 250 2.8

　一般機械・精密 258 2.9 　③事業所向けサービス 501 5.6

　電気機械 232 2.6 　④個人向けサービス 667 7.4

　輸送用機器 163 1.8 　金　　　融 58 0.6

　出版・印刷 152 1.7 　電気・ガス・水道 78 0.9

　その他製造業 770 8.6 　無回答 ・ 不明 1 0.0

（注）①情報サービスには、ソフトウェア、情報処理、データベース等、②専門サービスには、法律、会計、設計、コンサルティング等

       を含みます。それ以外の事業所向けおよび個人向けのサービスは、それぞれ③事業所向けサービスと、④個人向けサービスに

       分類されています。

〔　業　種　別　状　況　〕
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＜調査結果要旨＞  

  
今回調査が行われた 23 年 7 月上旬～23 年 10 月上旬は、世界的な物価高や欧米中央銀

行の累積的な金融引き締めによる海外経済減速の影響を受けながらも、新型コロナウイ

ルスの感染症法上の分類が 5 類へ引き下げられたことを背景として、個人消費を中心に

景気が回復へ向かった。一方、前回調査の 22 年 6 月上旬～22 年 9 月上旬は、行動制限

こそ実施されなかったが、新型コロナウイルスの感染第 7 波が到来したことから、今回

調査では景況感を中心に多くの項目で改善が確認された。  

 

ⅠⅠ．．景景気気動動向向   

１１．． 企企業業のの景景況況感感はは非非製製造造業業をを中中心心にに改改善善、、先先行行ききもも持持ちち直直ししをを見見込込むむ  

◆  現現状状（（2233 年年 1100 月月））のの業業況況判判断断 DD..II..（（注注 11））はは 55..11 ととななっったた。。新型コロナウイルスの感染

拡大による前回調査（22 年 9 月）の落ち込み（▲2.6）から改善し、D.I.の水準がプラ

スに転じた。  

◆  製造・非製造業別に業況判断 D.I.をみると、製造業（22 年 9 月：▲5.8→23 年 10 月：

▲1.2）、非製造業（同：▲1.1→同：8.2）ともに前回調査から改善した。製造業は海外

経済の減速を背景とした輸出の低迷、原材料価格上昇に伴うコスト増などから景気回

復が遅れている状況にある。  

◆  2244 年年 33 月月見見通通ししのの業業況況判判断断 DD..II..はは 66..11 ととななりり、、現状の 5.1 から小幅に持ち直すことが

見込まれている。選択肢別にみると、「やや悪い」「悪い」と回答する企業の割合が現状

から減少している一方、「良い」と回答する企業の割合も減少しており、先行きの不透

明感の強さが窺える。  

◆  製造・非製造業別に 24 年 3 月見通しの業況判断 D.I.をみると、製造業（23 年 10 月：

▲1.2→24 年 3 月：1.6）はプラスに転じ、非製造業（同：8.2→同：8.3）は小幅ながら

改善している。原材料高、人手不足に伴う人件費の上昇など下振れリスクが残存してい

るが、インフレ鈍化や海外経済の回復を受けて景況感は持ち直す見通しとなっている。 

 

【業況判断】  

  （製造・非製造業別：D.I.の推移）   （規模別：D.I.の推移）  
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 ６ 

 

◆  現状の業況判断 D.I.を業種別にみると、23 業種のうち 18 業種で前回調査から改善、5
業種で悪化した。新型コロナウイルスの感染法上の分類が引き下げられたことで人出

が回復し、飲食（22 年 9 月：▲29.6→23 年 10 月：14.2）は大幅に改善した。  

◆  先行きについては、輸送用機器（23 年 10 月：▲4.6→24 年 3 月：4.3）、出版・印刷

（同：▲18.8→同：▲10.5）、非鉄金属・金属製品（同：▲4.0→同：3.0）などが改善を

見込んでいる。  

 

  

      （前回調査結果との比較）   （ D.I.）     （回答割合の変化）  

 
 

（注 1）業況判断D.I.＝（良いと回答した企業数％）＋（やや良いと回答した企業数％）×0.5 
－（やや悪いと回答した企業数％）×0.5－（悪いと回答した企業数％）、ゼロが好況・不況の分岐点 

（業種別：D.I.の水準）  

 

（業種別：D.I.の改善・悪化幅）  

 

前回調査（22/9） 今回調査（23/10）

22/9
23/3

見通

現在

（23/10）

24/3

見通

全産業 ▲ 2.6 ▲ 1.7 5.1 6.1

製造業 ▲ 5.8 ▲ 4.8 ▲ 1.2 1.6

非製造業 ▲ 1.1 ▲ 0.2 8.2 8.3

 規 1,000名超 7.4 3.9 13.0 11.1

 模 300名超1,000名以下 ▲ 5.7 ▲ 5.1 9.6 8.5

 別 300名以下 ▲ 2.5 ▲ 1.5 4.6 5.8

業況判断
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２２．．景景況況感感はは 88 地地域域でで改改善善、、11 地地域域でで悪悪化化  

◆  現現状状のの業業況況判判断断 DD..II..をを地地域域別別ににみみるるとと、、全全 99 地地域域中中、、88 地地域域でで改改善善ししたたがが、、11 地地域域でで悪悪

化化ししたた。。今回改善した地域は北海道、東北、関東、東海、近畿、中国、四国、九州・沖

縄の 8 地域だった。改善幅は北海道（22 年 9 月：▲5.1→23 年 10 月：9.0）が最も大

きく、次いで九州・沖縄（22 年 9 月：▲3.2→23 年 10 月：8.3）となった。今回悪化し

た地域は甲信越・北陸（22 年 9 月：▲1.9→23 年 10 月：▲2.5）のみとなった。全国的

に景況感は持ち直している。  
◆  24 年 3 月見通しの業況判断 D.I.は、全 9 地域中、6 地域（東北、関東、東海、近畿、

中国、九州・沖縄）で現状から改善する一方、3 地域（北海道、甲信越・北陸、四国）

で悪化する見通しとなっている。やや警戒感が強い地域もあるが、東北、関東、東海、

近畿、中国、九州・沖縄は継続して業況改善が見込まれる。   
  

（地域別：D.I.の水準）  
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３３．．2222 年年度度はは増増収収増増益益、、2233 年年度度はは増増益益傾傾向向がが強強ままるる見見通通しし  

◆  2222 年年度度のの売売上上 DD..II..  （（注注 22））はは 2222..11 ととななっったた。。前回調査の見通し（12.0）を上回り、21 年

度の 11.2 から大きく改善した。2233 年年度度見見通通ししのの売売上上 DD..II..はは 1188..88 と、増増収収幅幅はは縮縮小小すす

るる見見通通ししででああるる。。  
◆  製造・非製造業別に 22 年度の売上 D.I.をみると、どちらも 21 年度から改善している

が、とりわけ非製造業における改善幅（21 年度：8.5→22 年度：21.7）が大きい。23 年

度見通しの売上 D.I.は、製造業（22 年度：22.9→23 年度見通し：17.5）、非製造業（22
年度：21.7→23 年度見通し：19.4）ともにプラスを維持するが増収幅が縮小する見通

しである。  
◆  規模別に 22 年度の売上 D.I.をみると、全ての規模で 21 年度から改善しており、特に

1,000 名超の企業（21 年度：43.4→22 年度：57.4）、300 名超 1,000 名以下の企業（21
年度：23.3→22 年度：38.4）における改善幅が大きい。23 年度見通しの売上 D.I.は、

いずれの規模の企業においても悪化を見込んでおり、警戒感が窺える。  

【売上】  

（製造・非製造業別：D.I.の推移）  （規模別：D.I.の推移）  

  
（前回調査結果との比較）  

      製造・非製造業別    （D.I.）         規模別     （D.I.） 

 
 

（業種別：D.I.の水準）  

 
（注2）売上D.I.＝（連続増収・増収に転じた（る）企業数％）－（連続減収・減収に転じた（る）企業数％） 

前回調査（22/9） 今回調査（23/10）

21年度

実績

22年度

見通

22年度

実績

23年度

見通

全産業 11.2 12.0 22.1 18.8

製造業 16.7 14.7 22.9 17.5

非製造業 8.5 10.6 21.7 19.4

売上高

前回調査（22/9） 今回調査（23/10）

21年度

実績

22年度

見通

22年度

実績

23年度

見通

全規模 11.2 12.0 22.1 18.8

1,000名超 43.4 32.6 57.4 40.7

300名超1,000名以下 23.3 23.5 38.4 27.4

300名以下 9.6 10.6 20.1 17.7

売上高
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◆  2222 年年度度のの経経常常損損益益 DD..II..   （（注注 33））はは 1100..33 ととななっったた。。前回調査の見通し（3.7）を上回り、

21 年度（7.2）から増益幅が拡大した。22 年年連連続続でで増増益益企企業業数数がが減減益益企企業業数数をを上上回回っったた。。

2233 年年度度見見通通ししのの経経常常損損益益 DD..II..はは 1100..77 とと、、増増益益傾傾向向ががささららにに強強ままるる見見通通ししででああるる。。  

◆  製造・非製造業別に 22 年度の経常損益 D.I.をみると、製造業が 4.8 と 21 年度（9.8）
から悪化したが、非製造業が 12.9 と 21 年度（5.9）から大きく改善した。23 年度見通

しは、製造業が 3.6 ポイントの改善となる一方で、非製造業が 1.2 ポイントの悪化とな

っている。  

◆  規模別には、22 年度の経常損益 D.I.は 1,000 名超の企業が 27.8、300 名超 1,000 名以

下の企業が 15.1 であるのに対し、300 名以下の企業は 9.5 と低水準にあり、従業員規

模の小さい企業ほど増益企業の割合が低くなっている。  

◆  業種別には、22 年度は 23 業種中 20 業種で増益優勢、3 業種で減益優勢となった。23
年度は通信、家具・装備品・木製品を除く 21 業種で増益優勢の見通しとなっており、

とりわけ輸送用機器（22 年度：2.5→23 年度見通し：19.0）は改善幅が大きい見通しと

なっている。  

【経常損益】  

（製造・非製造業別：D.I.の推移）  （規模別：D.I.の推移）  

  
（前回調査結果との比較）  

      製造・非製造業別    （D.I.）           規模別     （D.I.） 

  
（業種別：D.I.の水準）  

 
（注3）経常損益D.I.＝（連続増益・増益に転じた（る）企業数％）－（連続減益・減益に転じた（る）企業数％） 

前回調査（22/9） 今回調査（23/10）

21年度

実績

22年度

見通

22年度

実績

23年度

見通

全産業 7.2 3.7 10.3 10.7

製造業 9.8 1.9 4.8 8.4

非製造業 5.9 4.6 12.9 11.7

経 常 損 益

前回調査（22/9） 今回調査（23/10）

21年度

実績

22年度

見通

22年度

実績

23年度

見通

全規模 7.2 3.7 10.3 10.7

1,000名超 20.9 14.7 27.8 16.0

300名超1,000名以下 19.0 11.9 15.1 19.1

300名以下 5.9 2.8 9.5 9.9

経 常 損 益
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ⅡⅡ．．雇雇用用、、設設備備投投資資、、販販売売・・仕仕入入価価格格   

１１．． 先先行行ききはは雇雇用用意意欲欲がが更更にに強強ままるる見見通通しし  

◆  2233 年年 44 月月のの従従業業員員数数 DD..II..   （（注注 44））はは 1177..66 と 22 年 4 月実績の 16.3 から上昇し、人材不足

感が強まった。規模別にみると、1,000 名超の企業が 34.0、300 名超 1,000 名以下の企

業が 23.5、300 名以下の企業が 16.8 となり、従業員規模の大きい企業ほど雇用意欲が

高まる動きがみられる。  

◆  2244 年年 44 月月見見通通ししのの従従業業員員数数 DD..II..はは 3344..44 と、23 年 4 月実績から大幅に上昇しており、

雇雇用用意意欲欲がが一一段段とと強強ままるる見見通通ししででああるる。。24 年 4 月の従業員数について「増やす」と回

答した企業の割合は大きく上昇（23 年 4 月：27.3％→24 年 4 月：38.1％）し、「削減

する」と回答した企業の割合は低下（同：9.7％→同：3.7％）しており、企業の人材不

足感が強まっていることが確認できる。  

◆  業種別では、全ての業種が雇用意欲を示している。23 年 4 月の従業員数 D.I.をみると、

前回調査でマイナスだった出版・印刷、繊維・衣服、家具・装備品・木製品がプラスに

転じ、雇用意欲が改善した。24 年 4 月見通しの従業員数 D.I.は、飲食、輸送用機器、

運輸・倉庫が大きく上昇しており、コロナ禍からの業績の回復に伴い雇用意欲が大きく

改善する見通しとなっている。  
 

【従業員数】  

  

 （製造・非製造業別：D.I.の推移）    （規模別：D.I.の推移）  

  

（業種別：D.I.の水準）  

 
（注 4）従業員数D.I.＝（従業員を増やした（す）と回答した企業数％）－（従業員を削減した（する）と回答した企業数％） 
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 １１ 

２２．．2233 年年度度はは設設備備投投資資のの増増勢勢がが鈍鈍化化  

◆  2222 年年度度のの設設備備投投資資 DD..II..（（注注 55））はは 1155..22（21 年度：10.7）と上昇しており、コロナ禍から

の業績の改善により増勢が強まった。しかし、23 年度見通しの設備投資 D.I.は 13.3 と

なり、世界的なインフレの加速と金融引き締めによる世界経済の減速を背景に設設備備投投

資資のの増増勢勢はは 2222 年年度度かかららやややや鈍鈍化化すするる見見通通ししである。  

◆  主な設備投資目的では、多数を占める「設備の更新維持」と「生産・販売能力の増強」

と回答した企業の割合は前回調査から横ばいとなった。経営環境の先行き不透明感が

依然として強いことが示唆される。「省力・合理化」と回答した企業の割合は微減とな

った。人手不足が続く中でも省力・合理化投資は必ずしも活性化していない模様だ。  
【設備投資】  

（製造・非製造業別：D.I.の推移）  （規模別：D.I.の推移）  

  
      （前回調査結果との比較）   （ D.I.）   （設備投資目的：2 つまでの複数回答）  

 
 

（業種別：D.I.の水準）  

 
（注 5）設備投資 D.I.＝設備投資金額が（増加した（する）企業数％）＋（やや増加した（する）企業数％）×0.5 

－（やや減少した（する）企業数％）×0.5－ （減少した（する）企業数％） 
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 別 300名以下 10.4 9.0 14.6 12.2
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 １２ 

３３．．業業況況のの悪悪いい企企業業ににおおいいててもも販販売売価価格格のの上上昇昇傾傾向向続続くく  

◆  22 年度の仕入価格 D.I.（注 6）は 60.9 と前回調査の同見通し 57.0 から上方修正され、21
年度実績の 48.9 から大幅に上昇した。しかし、23 年度見通しの仕入価格 D.I.は 53.0
と低下している。製造・非製造別には製造業の低下幅が大きくなっており、昨年半ばに

国際商品市況が下落に転じたため仕入価格の上昇ペースが鈍化しているとみられる。  
◆  22 年度の販売価格 D.I.（注 7）は 32.0 と前回調査の同見通し 28.7 から上方修正され、21

年度実績の 21.6 から大きく上昇した。しかし、23 年度見通しの販売価格 D.I.は 29.0
と低下しており、仕入価格の上昇鈍化により価格転嫁の動きは弱まるとみられる。  

◆  23 年度見通しの販売価格 D.I.－仕入価格 D.I.でその差をみると、製造業が▲24.9、非

製造業が▲23.6 となっており、製造業・非製造業ともにコスト増の価格転嫁が十分に

行われておらず、特に製造業ではその傾向が強くなっている。  
◆  現状の業況判断別に 23 年度見通しの販売価格についてみると、業況に関わらず販売価

格が上昇する企業の割合は依然として多く、業況が「悪い」と回答した企業であっても

販売価格の上昇傾向が続いている。  
 

【仕入価格】  

    （前回調査結果との比較）   （ D.I.） （現状の業況判断別：23 年度見通し）  

  
 

【販売価格】  

     （前回調査結果との比較）   （ D.I.） （現状の業況判断別：23 年度見通し）  

  
（注 6）販売（仕入）価格 D.I.＝販売（仕入）価格が（上昇した（する）企業数％）＋（やや上昇した（する）企業数％）×0.5 

               －（やや下落した（する）企業数％）×0.5－（下落した（する）企業数％） 

 
 

前回調査（22/9） 今回調査（23/10）

21年度

実績

22年度

見通

22年度

実績

23年度

見通

全産業 48.9 57.0 60.9 53.0

製造業 59.9 69.0 70.2 55.5

非製造業 43.5 51.2 56.4 51.8

 規 1,000名超 44.6 54.7 62.7 56.5

 模 300名超1,000名以下 48.0 58.9 61.2 52.9

 別 300名以下 49.0 56.9 60.8 53.0
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 １３ 

ⅢⅢ．．経経営営課課題題・・問問題題点点   

１１．．現現在在のの経経営営課課題題はは「「原原材材料料・・人人件件費費のの増増加加」」がが前前回回かからら引引きき続続きき最最多多にに  

◆  現在の経営課題・問題点は、「原材料・人件費の増加」が 60.2％で最も高く、次いで「人

員の不足」が 54.1％、「受注・需要の減少」、「人材の能力不足」が 27.4％と続いた。  
◆  「原材料・人件費の増加」を選択した企業の割合は 1.4％ポイントの上昇となり、引き

続き経営課題として重くのしかかっている。また、「人員の不足」を選択した企業の割

合が 6.3 ポイントの上昇となり、特に規模が 1,000 名超の企業で人手不足が深刻となっ

ている。  
◆  業種別では、製造業において、「原材料・人件費の増加」を選択した企業の割合が 71.8％

と非製造業の 54.7％に比べて大幅に高く、重要な経営課題となっている。  
◆  地域別では、「原材料・人件費の増加」を選択した企業の割合が、特に東北、甲信越・

北陸で高く、「人員の不足」を選択した企業の割合が甲信越・北陸で高かった。  
 

【現在の経営課題・問題点（3 つまで）】  

 
（注）全体と比べて 5 ポイント以上大きい値に網掛け 
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そ
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他

　
無
回
答

全体 今回調査（23/10） 8,957 60.2 54.1 27.4 27.4 18.0 5.8 5.2 5.2 3.4 2.5 （％）

前回調査（22/9） 7,906 58.8 47.8 30.7 26.4 19.8 5.8 6.1 5.6 4.3 2.8

業種 製造業 2,897 71.8 47.2 36.4 27.4 15.8 6.4 6.3 3.2 3.1 1.7

非製造業 6,059 54.7 57.4 23.2 27.4 19.1 5.5 4.6 6.2 3.5 2.9

規模 1,000名超 162 63.6 69.1 15.4 25.9 32.7 1.9 6.8 1.2 5.6 3.1

300名超1,000名以下 664 69.9 68.7 24.5 28.9 22.3 0.9 3.3 2.1 3.0 2.4

300名以下 8,130 59.4 52.6 27.9 27.3 17.4 6.2 5.3 5.5 3.4 2.5

地域 北海道 301 61.5 59.5 22.3 29.6 14.6 7.3 4.7 5.6 3.7 0.7

東北 398 67.6 51.0 33.2 25.4 15.3 5.8 4.8 4.3 2.5 0.8

関東 2,660 56.7 53.0 24.5 26.1 18.8 4.9 5.2 5.5 3.5 3.9

甲信越・北陸 592 68.2 61.3 32.3 28.5 19.3 6.9 3.9 2.9 2.5 0.5

東海 865 62.8 52.3 32.3 27.2 17.8 6.1 5.2 4.9 3.0 1.5

近畿 2,200 59.5 51.8 27.8 27.8 18.0 5.6 5.4 5.5 3.2 3.1

中国 751 61.8 54.1 29.8 27.0 16.4 6.8 5.6 3.7 3.5 2.4

四国 350 58.6 56.6 29.1 29.4 22.0 6.6 5.7 5.7 4.9 1.7

九州・沖縄 839 60.7 58.9 23.6 29.6 17.3 6.1 5.1 6.7 4.1 0.8
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 １４ 

２２．．2233 年年度度はは 88 割割弱弱のの企企業業がが賃賃上上げげをを実実施施  

◆  前年度と比べた賃上げの実績は、前年度より高い賃上げを実施した企業が 37.6％とも

っとも高く、次いで前年度並みの賃上げを実施した企業が 32.4％と続いた。  
◆  製造業・非製造業別には、賃上げを実施した企業の割合が製造業では 82.1％、非製造

業では 73.6％となっており、製造業でより賃上げが進んでいる。  
◆  規模別には、賃上げを実施した企業の割合が 1,000 名超の企業では 88.2％、300 名超

1,000 名以下の企業では 86.8％と高水準だったが、300 名以下の企業では 75.3％とや

や低く、従業員規模の小さい企業ほど賃上げが進んでいない傾向が見られる。  
◆  業種別には、賃上げを実施した企業の割合が化学（一般科学・石油化学）と非鉄金属・

金属製品、輸送用機器などで高く、不動産と通信などで低くなっている。業種により賃

上げの進展には差がある。  
 

【前年度と比べた賃上げの実績】  

（業種、規模別）  

 
（業種別：賃上げ実績）  
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 １５ 

◆  賃上げを実施した理由は、「人材確保のため」が 42.5％と最も多く、次いで「政府の要

請に応じるため」が 40.8％、「物価上昇への対応のため」が 34.5％と続いた。  
◆  業種別には、製造業で「物価上昇への対応のため」が 39.5％と、非製造業の 31.8％と

比べて高かった。  
◆  規模別には、「人材確保のため」と回答した企業の割合が 1,000 名超の企業では 47.6％、

300 名超 1,000 名以下の企業では 53.1％と相対的に高く、300 名以下の企業では 41.3％
となった。  

◆  地域別には、北海道で「最低賃金上昇に対応するため」と回答した企業の割合が 22.6％、

四国で「世間の動向に合わせるため」と回答した企業の割合が 27.3％と全体平均に比

べて高かった。  
 

（賃上げを実施した理由：2 つまで）  

 
（注）全体と比べて 5 ポイント以上大きい値に網掛け 
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全体 今回調査（23/10） 6,836 42.5 40.8 34.5 21.8 17.5 8.8 0.0 3.1 0.6 （％）

業種 製造業 2,378 40.0 37.8 39.5 24.2 17.8 8.5 0.0 3.3 0.5

非製造業 4,458 43.8 42.4 31.8 20.5 17.3 9.0 0.0 3.0 0.7

規模 1,000名超 143 47.6 35.0 34.3 25.9 18.2 11.2 0.0 1.4 2.8

300名超1,000名以下 576 53.1 36.1 36.1 26.0 19.8 6.1 0.0 1.9 0.0

300名以下 6,117 41.3 41.4 34.3 21.3 17.2 9.0 0.0 3.3 0.6

地域 北海道 239 43.1 42.7 39.3 13.4 22.6 6.7 0.0 2.9 0.4

東北 302 40.1 44.7 33.4 16.9 20.5 6.3 0.0 3.6 1.0

関東 1,926 42.0 40.3 33.7 21.7 17.2 9.4 0.0 3.3 0.6

甲信越・北陸 499 43.9 43.9 38.3 24.8 14.8 8.0 0.0 2.8 0.0

東海 697 44.5 37.0 31.7 25.1 16.8 8.6 0.0 3.3 0.4

近畿 1,666 39.9 39.1 36.4 22.4 17.8 9.9 0.0 2.8 0.8

中国 584 43.8 43.8 33.6 20.5 16.4 8.6 0.0 3.6 0.2

四国 267 44.9 40.4 36.0 27.3 15.7 6.7 0.0 1.5 0.4

九州・沖縄 656 46.0 43.3 30.8 19.1 18.1 8.2 0.0 3.5 1.1
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 １６ 

◆  賃上げを実施しなかった、賃金を引き下げた理由では、「収益構造上賃上げが難しいた

め」が 25.3％と最も多く、次いで「すでに適正な賃金水準のため」が 24.5％、「コスト

増のため」が 23.1％と続いた。  
◆  業種別には、「業績悪化のため」と回答した企業の割合が製造業で 27.0％と、非製造業

の 17.5％と比べて高かった。  
◆  規模別には、1,000 名超の企業では「収益構造上賃上げが難しいため」、「業績悪化のた

め」と回答した割合が相対的に高かった。  
◆  地域別には、「収益構造上賃上げが難しいため」と回答した企業の割合が甲信越・北陸、

中国で全体平均と比べて高く、「コスト増のため」と回答した企業の割合は東北、四国

で全体平均に比べて高かった。  
 

（賃上げを実施しなかった、賃金を引き下げた理由：2 つまで）  

 
（注）全体と比べて 5 ポイント以上大きい値に網掛け 
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全体 今回調査（23/10） 1,683 25.3 24.5 23.1 19.9 11.9 9.2 8.0 6.1 （％）

業種 製造業 418 25.8 18.7 27.0 27.0 9.1 10.5 5.0 7.4

非製造業 1,265 25.1 26.5 21.8 17.5 12.8 8.8 9.0 5.6

規模 1,000名超 15 33.3 6.7 13.3 26.7 0.0 6.7 13.3 6.7

300名超1,000名以下 58 24.1 13.8 24.1 17.2 3.4 10.3 19.0 8.6

300名以下 1,610 25.2 25.1 23.2 19.9 12.3 9.2 7.6 6.0

地域 北海道 53 24.5 28.3 24.5 22.6 18.9 5.7 5.7 1.9

東北 84 23.8 15.5 42.9 19.0 8.3 10.7 2.4 4.8

関東 551 22.1 23.4 22.7 20.9 12.5 10.7 8.0 7.3

甲信越・北陸 79 39.2 16.5 22.8 26.6 7.6 8.9 7.6 5.1

東海 135 25.9 21.5 27.4 22.2 11.9 12.6 4.4 4.4

近畿 409 23.0 26.9 21.0 16.1 12.7 7.6 8.8 7.8

中国 135 30.4 27.4 15.6 18.5 14.8 9.6 14.8 2.2

四国 71 28.2 28.2 31.0 21.1 2.8 5.6 5.6 5.6

九州・沖縄 166 29.5 28.3 18.7 21.1 10.8 7.2 8.4 4.8
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 １７ 

３３．．今今後後 1100 年年間間でで重重要要性性をを増増すす経経営営課課題題はは「「人人材材確確保保・・育育成成」」がが 6622..44％％でで最最多多  

◆  今後 10 年間で重要性を増す経営課題は、「人材確保・育成」が 62.4％で前回調査と同

じく最も高かった。次いで「生産性の向上」が 35.5％、「新規事業の開拓」が 23.7％と

続いた。  

◆  業種別では、製造業で「生産性の向上」や「商品開発力の向上」を選択した企業の割合

が高かった。  

◆  規模別では、1,000 名超の企業では「人材確保・育成」、「生産性の向上」、「新規事業の

開拓」、「同業他社との競争強化」、300 名超 1,000 名以下の企業では「人材確保・育成」、

「生産性の向上」、「商品開発力の向上」を選択する割合が相対的に高かった。  

◆  地域別では、「人材確保・育成」を選択する企業の割合が北海道、甲信越・北陸で全体

平均に比べて高く、「生産性の向上」を選択する企業の割合は東北、甲信越・北陸で全

体平均に比べて高かった。  
 

【今後 10 年間で重要性を増す経営課題（3 つまで）】  

 
（注）全体と比べて 5 ポイント以上大きい値に網掛け 
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全体 今回調査（23/10） 8,957 62.4 35.5 23.7 22.4 19.6 17.5 15.4 12.9 9.2 8.3 1.3 1.2 2.2 2.3 3.3 （％）

前回調査（22/9） 7,906 57.8 35.8 24.3 23.7 19.9 19.4 12.8 13.6 9.1 7.9 1.4 1.4 3.6 2.0 3.1

業種 製造業 2,897 59.0 50.9 24.2 19.0 13.9 30.2 13.9 11.6 9.7 9.9 1.3 1.7 1.3 1.9 2.5

非製造業 6,059 64.0 28.1 23.4 24.0 22.3 11.4 16.1 13.6 8.9 7.5 1.2 1.0 2.6 2.5 3.6

規模 1,000名超 162 70.4 44.4 30.2 16.0 27.2 20.4 6.2 15.4 9.3 13.6 0.6 1.2 0.6 3.1 3.1

300名超1,000名以下 664 72.7 48.2 26.7 17.5 22.0 24.7 8.9 12.5 7.8 11.1 1.4 0.6 0.5 1.1 3.2

300名以下 8,130 61.4 34.3 23.3 22.9 19.2 16.8 16.1 12.9 9.3 8.0 1.3 1.2 2.4 2.4 3.3

地域 北海道 301 70.8 35.2 21.9 26.6 21.6 9.0 16.3 14.3 13.0 7.6 2.3 0.3 1.3 0.7 0.7

東北 398 63.1 40.5 20.1 24.1 19.3 12.6 15.8 13.8 11.6 7.3 0.0 1.0 2.3 2.3 1.5

関東 2,660 58.2 31.7 25.2 24.3 18.9 18.0 14.0 13.1 8.1 9.1 1.1 1.1 2.1 2.4 5.2

甲信越・北陸 592 75.2 45.1 22.0 20.6 20.9 17.9 18.2 12.8 11.3 6.8 1.7 1.0 0.7 2.5 0.7

東海 865 60.0 39.7 22.9 21.6 18.3 19.5 15.3 11.7 9.8 6.8 1.7 0.7 2.2 2.5 2.0

近畿 2,200 60.8 34.3 24.2 21.4 19.7 20.7 14.9 11.4 8.0 10.0 1.4 2.0 2.1 2.3 3.7

中国 751 64.0 37.0 22.8 20.4 18.4 14.2 16.1 16.1 12.0 5.7 1.5 1.5 3.7 2.1 2.8

四国 350 66.9 34.0 22.3 22.3 21.1 15.4 19.4 12.3 8.0 8.0 0.9 0.0 2.3 3.4 2.6

九州・沖縄 839 66.7 36.8 23.1 20.1 21.6 13.7 16.3 14.2 8.8 7.2 1.0 0.5 2.5 2.1 1.4
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 １８ 

ⅣⅣ．．企企業業のの人人事事労労務務管管理理のの現現状状とと課課題題   

１１．．今今後後拡拡充充ささせせたたいい福福利利厚厚生生制制度度  

～～  今今後後拡拡充充ささせせたたいい福福利利厚厚生生制制度度はは、、「「人人間間ドドッッククななどど法法定定外外のの健健康康診診断断補補助助」」（（2233..11％％））、、「「メメ

ンンタタルルヘヘルルスス対対策策」」（（2211..77％％））、、「「社社内内ココミミュュニニケケーーシショョンン促促進進施施策策」」（（1188..77％％））がが上上位位 33位位～～  

◆  今後拡充させたい福利厚生制度を尋ねた結果、「人間ドックなど法定外の健康診断補助」

（ 23.1％）、「メンタルヘルス対策」（ 21.7％）、「社内コミュニケーション促進施策」

（18.7％）が上位 3 位を占めた。  
 

【今後拡充させたい福利厚生制度】   
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不妊治療など妊産・出産包括支援

特になし

その他

無回答

（%）

n=8,957
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 １９ 

～～「「人人間間ドドッッククななどど法法定定外外のの健健康康診診断断補補助助」」をを拡拡充充ささせせたたいい企企業業のの割割合合はは 330000名名以以下下、、非非製製造造

業業、、九九州州・・沖沖縄縄がが高高いい～～  

◆  今後「人間ドックなど法定外の健康診断補助」を拡充させたい企業の割合は、規模別に

は 300 名以下（23.5％、1,000 名超より 5.0%高）が、業種別には非製造業（23.7％、

平均より 0.6％pt 高）が、地域別には九州・沖縄（27.9％、同 4.8％pt 高）が高い。  

 

【規模・業種・地域別今後「人間ドックなど法定外の健康診断補助」を拡充させたい企業の割合】  

  

 

～～「「メメンンタタルルヘヘルルスス対対策策」」とと「「社社内内ココミミュュニニケケーーシショョンン促促進進施施策策」」をを拡拡充充ささせせたたいい企企業業のの割割合合

はは 330000名名超超 11,,000000名名以以下下、、製製造造業業、、甲甲信信越越・・北北陸陸がが高高いい～～  

◆  「メンタルヘルス対策」を拡充させたい企業の割合は、規模別には 300 名超 1,000 名

以下（43.7％、平均より 22.0％pt 高）が、業種別には製造業（23.0％、同 1.3％pt 高）

が、地域別には甲信越・北陸（28.4％、同 6.7％pt 高）が高い。  
 

【規模・業種・地域別今後「メンタルヘルス対策」を拡充させたい企業の割合】  
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 ２０ 

◆  「社内コミュニケーション促進施策」を拡充させたい企業の割合は、規模別には 300 名

超 1,000 名以下（23.9％、平均より 5.2％pt 高）が、業種別には製造業（19.8％、同

1.1％pt 高）が、地域別には甲信越・北陸（22.3％、同 3.6％pt 高）が高い。  

 

【規模・業種・地域別今後「社内コミュニケーション促進施策」を拡充させたい企業の割合】  
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 ２１ 

～～22002233年年にに従従業業員員数数をを「「増増ややししたた」」企企業業がが、、今今後後「「拡拡充充ささせせたたいい」」福福利利厚厚生生制制度度はは、、「「メメンンタタ

ルルヘヘルルスス対対策策」」、、「「社社内内ココミミュュニニケケーーシショョンン促促進進施施策策」」、、「「人人間間ドドッッククななどど法法定定外外のの健健康康診診断断補補

助助」」、、「「自自己己啓啓発発支支援援」」がが上上位位 44位位～～  

最近のアンケート調査等によると、新入社員等は福利厚生を重視して会社を選ぶ傾向が強く、企業が従業

員を増やすためには充実した福利厚生制度を実施する必要性が高まった。そこで、2023年に従業員数を「増

やした」企業が、今後どのような福利厚生制度を「拡充させたい」のか見たところ、「メンタルヘルス対策」

（27.9％）、「社内コミュニケーション促進施策」（25.0％）、「人間ドックなど法定外の健康診断補助」（24.8％）、

「自己啓発支援」（23.6％）が上位 4位を占めた。 

 

【2023年に従業員数を「増やした」企業が、今後「拡充させたい」福利厚生制度】 

  

  

２２．．人人事事・・労労務務戦戦略略ににおおいいてて重重点点的的にに取取組組んんででいいるるこことと  

～～人人事事・・労労務務戦戦略略ににおおいいてて重重点点的的にに取取組組んんででいいるるここととはは、、「「人人材材のの育育成成・・能能力力開開発発」」、、「「従従業業員員

のの定定着着」」、、「「優優秀秀なな人人材材のの登登用用」」がが上上位位 33位位～～  

◆  人事・労務戦略において重点的に取組んでいることについて尋ねた結果、「人材の育成・

能力開発」（51.5％）、「従業員の定着」（46.7％）、「優秀な人材の登用」（33.7％）が上位

3 位を占めた。  
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 ２２ 

 

【人事・労務戦略において重点的に取組んでいること】  

  

～～「「人人材材のの育育成成・・能能力力開開発発」」をを重重点点的的にに取取組組んんででいいるる企企業業のの割割合合はは、、330000 名名超超 11,,000000 名名以以下下、、

製製造造業業、、甲甲信信越越・・北北陸陸がが高高いい～～  

◆  「人材の育成・能力開発」を重点的に取組んでいる企業の割合は、規模別には 300 名

超 1,000 名以下（69.0％、平均より 17.5％pt 高）が、業種別には製造業（53.0％、同

1.5％pt 高）が、地域別には甲信越・北陸（60.0％、同 8.5％pt 高）が高い。  

 

【規模・業種・地域別「人材の育成・能力開発」を重点的に取組んでいる企業の割合】  
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 ２３ 

～～「「従従業業員員のの定定着着」」をを重重点点的的にに取取組組んんででいいるる企企業業のの割割合合はは、、11,,000000名名超超、、非非製製造造業業、、甲甲信信越越・・

北北陸陸がが高高いい～～  

◆  「従業員の定着」を重点的に取組んでいる企業の割合は、規模別には 1,000 名超（57.4％、

平均より 10.7％pt 高）が、業種別には非製造業（47.5％、同 0.8％pt 高）が、地域別

には甲信越・北陸（52.7％、同 6.0％pt 高）が高い。  
 

【規模・業種・地域別「従業員の定着」を重点的に取組んでいる企業の割合】  

  

  

～～「「優優秀秀なな人人材材のの登登用用」」をを重重点点的的にに取取組組んんででいいるる企企業業のの割割合合はは、、11,,000000 名名超超、、製製

造造業業、、北北海海道道がが高高いい～～  

◆  「優秀な人材の登用」を重点的に取組んでいる企業の割合は、規模別には 1,000 名超

（53.1％、平均より 19.4％pt 高）が、業種別には製造業（33.8％、同 0.1％pt 高）が、

地域別には北海道（36.2％、同 2.5％pt 高）が高い。  

【規模・業種・地域別「優秀な人材の登用」を重点的に取組んでいる企業の割合】  
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 ２４ 

３３．．人人事事・・労労務務上上のの課課題題    

～～  「「人人事事・・労労務務上上のの課課題題」」はは、、「「労労働働時時間間のの削削減減ややＷＷＬＬＢＢのの実実施施」」、、「「評評価価シシスステテムムのの整整備備」」、、「「7700

歳歳ままででのの延延長長雇雇用用ににおおけけるる環環境境整整備備」」がが上上位位 33位位～～  

◆  「人事・労務上の課題」について尋ねた結果、「労働時間の削減やＷＬＢの実施」が

32.9％で最も高く、次いで、「評価システムの整備」（29.2％）、「70 歳までの延長雇用

における環境整備」（19.7％）の順である。「特になし」と回答した企業の割合は 21.6％。  

 

【人事・労務上の課題】  

 
  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

～～人人事事・・労労務務上上のの課課題題がが、、「「労労働働時時間間のの削削減減ややＷＷＬＬＢＢのの実実施施」」ででああるるとと回回答答ししたた
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 ２５ 

企企業業のの割割合合はは、、11,,000000 名名超超、、非非製製造造業業、、甲甲信信越越・・北北陸陸がが高高いい～～  

◆  人事・労務上の課題が、「労働時間の削減やＷＬＢの実施」であると回答した企業の割

合は、規模別には 1,000 名超（56.8％、平均より 23.9％pt 高）が、業種別には非製造

業（34.1％、同 1.2％pt 高）が、地域別には甲信越・北陸（38.7％、同 5.8％pt 高）が

高い。  

 

【規模・業種・地域別人事・労務上の課題が、 

「労働時間の削減やＷＬＢの実施」である企業の割合】  

  

  

 

～～人人事事・・労労務務上上のの課課題題がが、、「「評評価価シシスステテムムのの整整備備」」ででああるるとと回回答答ししたた企企業業のの割割合合

はは、、330000 名名超超 11,,000000 名名以以下下、、製製造造業業、、甲甲信信越越・・北北陸陸がが高高いい～～  

◆  人事・労務上の課題が、「評価システムの整備」であると回答した企業の割合は、規模

別には 300 名超 1,000 名以下（45.5％、平均より 16.3％pt 高）が、業種別には製造業

（32.5％、同 3.3％pt 高）が、地域別には甲信越・北陸（33.6％、同 4.4％pt 高）が高

い。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【規模・業種・地域別人事・労務上の課題が、「評価システムの整備」である企業の割合】  
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 ２６ 

  

  

～～人人事事・・労労務務上上のの課課題題がが、、「「7700 歳歳ままででのの延延長長雇雇用用ににおおけけるる環環境境整整備備」」ででああるるとと回回

答答ししたた企企業業のの割割合合はは、、11,,000000 名名超超、、製製造造業業、、甲甲信信越越・・北北陸陸がが高高いい～～  

◆  人事・労務上の課題が、「70 歳までの延長雇用における環境整備」であると回答した企

業の割合は、規模別には 1,000 名超（27.8％、平均より 8.1％pt 高）が、業種別には製

造業（21.7％、同 2.0％pt 高）が、地域別には甲信越・北陸（25.5％、同 5.8％pt 高）

が高い。  
 

【規模・業種・地域別人事・労務上の課題が、 

「70 歳までの延長雇用における環境整備」である企業の割合】  
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 １ 

ⅤⅤ．．企企業業のの SSDDGGss 取取組組みみのの現現状状とと課課題題  

１１．．調調査査のの背背景景  

◆  2015 年 9 月に開催された国連サミットにおいて「持続可能な開発のための 2030 アジェ

ンダ」が加盟国の全会一致で採択された。加盟国や国際社会は「持続可能な開発目標

（Sustainable Development Goals:SDGs）」の達成に向けた政策や国際的な取決めを進

めており、企業も事業を行う上で SDGs 達成に関連する取組みが期待されている。 

◆  また、近年では消費者の環境意識の高まり、女性や高齢者などの就業増加による働き手

の多様化といった社会の変化を背景にビジネスを取り巻く環境は変化し続けている。

こうした中、企業が持続的に事業を継続していく上では環境や社会への配慮が求めら

れている。 

◆  このような背景のもと、今回の調査では「企業の SDGs 取組みの現状と課題」をテーマ

として、企業における SDGs についての対応状況、取組み内容や今後の課題について調

査した。 

 

２２．．SSDDGGssのの対対応応状状況況はは「「対対応応をを予予定定ししてていいなないい」」がが 3366..88％％でで最最もも高高いい  

◆  企業の SDGs についての対応状況について尋ねたところ、「既に対応を行っている」

(27.0％)、「対応を検討している」(16.8％)、「対応は予定していない」(36.8％)、「詳

しくは知らない」(10.8％)、「全く知らない」(3.9％)であった。 

◆  規模別で見ると、「既に対応を行っている」と回答した企業は 1,000 名超の企業で 58.0％、

300 名超 1,000 名以下の企業で 47.6％、300 名以下の企業で 24.6％となっており、1,000

名超の企業で多かった。 

◆  地域別に見ると「既に対応を行っている」と回答した企業の割合は、東海(33.9％)、甲

信越・北陸(32.3％)で高く、北海道(21.3％)、近畿(24.8％)で低かった。 

【SDGs についての対応状況】  

  

   

【SDGs についての対応状況：規模別】   

  

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

既に対応を行っている 対応を検討している 対応は予定していない 詳しくは知らない 全く知らない 無回答

全体(N=8,957社) 27.0(2,414社) 16.8(1,504社) 36.8(3,295社) 10.8(967社)

3.9(345社) 4.8(432社)

％

 

調
査
数

既
に
対
応
を
行
っ

て
い
る

対
応
を
検
討
し
て

い
る

対
応
は
予
定
し
て

い
な
い

詳
し
く
は
知
ら
な

い 全
く
知
ら
な
い

無
回
答

合計 8,957 27.0 16.8 36.8 10.8 3.9 4.8
1,000名超の企業 162 58.0 24.7 9.3 3.1 0.0 4.9
300名超1,000名以下の企業 664 47.6 24.7 19.6 4.1 0.5 3.6
300名以下の企業 8,130 24.6 16.0 38.7 11.5 4.2 4.9

％  
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 ２ 

【SDGs についての対応状況：地域別】   

  

  

３３．．SSDDGGssにに取取組組むむ目目的的・・理理由由はは「「企企業業イイメメーージジのの向向上上」」がが 2255..77％％でで最最もも高高いい  

◆  SDGs に取組む目的・理由について尋ねたところ、「企業イメージの向上」（25.7％）、「地

域社会への貢献・配慮」（23.9％）、「コスト削減」（19.5％）、「従業員のモチベーション

アップ」（11.6％）の順となった。一方で、「無回答」が 49.2％を占めていた。 

◆  規模別に見ると、1,000 名超の企業は 300 名以下の企業と比較して「地域社会への貢

献・配慮」、「企業イメージの向上」、「採用活動でのプラスの効果」を挙げた企業が相対

的に多かった。一方で、300 名以下の企業では無回答の企業が 51.9％と 1,000 名超の企

業の 13.6％と比較して多かった。  

◆  企業の経営課題・問題点別に見ると、「人員の不足」、「人材の能力不足」、「同業他社と

の競争激化」といった課題を挙げた企業は、 SDGs に取組む目的・理由として「他社と

の差別化」、「従業員のモチベーションアップ」、「採用活動でのプラスの効果」を挙げ

た割合が高かった。  

【SDGs に取組む目的・理由】   
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数
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な
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詳
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は
知
ら

な
い

全
く
知
ら
な
い

無
回
答

合計 8,957 27.0 16.8 36.8 10.8 3.9 4.8
北海道 301 21.3 19.6 38.5 13.0 5.0 2.7
東北 398 30.2 19.6 34.7 11.6 2.3 1.8
関東 2,660 25.2 17.1 35.8 11.0 3.6 7.3
甲信越・北陸 592 32.3 18.2 35.8 9.6 1.7 2.4
東海 865 33.9 16.2 33.8 9.0 3.6 3.6
近畿 2,200 24.8 15.7 39.2 10.1 5.0 5.2
中国 751 26.9 15.8 39.5 10.0 3.3 4.4
四国 350 30.3 12.9 38.0 10.3 6.0 2.6
九州・沖縄 839 26.3 18.5 34.9 14.4 3.2 2.6
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49.2 
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企業イメージの向上

地域社会への貢献・配慮

コスト削減

従業員のモチベーションアップ

採用活動でのプラスの効果

他社との差別化

関係者からの要請

売上高の増加

新規取引先の増加

訴訟などのリスクの防止

その他

無回答

%

n=8,957

％  
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 ３ 

 

【SDGs に取組む目的・理由：規模別】   

  

  

【SDGs に取組む目的・理由：現在の経営課題・問題点別】   

    

 

４４．．SSDDGGss にに関関連連ししてて行行っってていいるる取取組組みみはは「「節節電電・・省省エエネネルルギギーー」」、、「「廃廃棄棄物物のの削削減減・・リリササイイクク

ルル」」、、「「従従業業員員のの働働ききややすすいい環環境境のの整整備備」」がが上上位位 33位位  

◆  SDGs に関連して行っている取組みについて尋ねたところ、「節電・省エネルギー」

（43.4％）、「廃棄物の削減・リサイクル」（35.5％）、「従業員の働きやすい環境の整備」

（32.8％）が上位 3 位となった。 

◆  規模別に見ると、1,000 名超の企業は 300 名以下の企業と比較して「目標・KPI の設定」、

「経営計画への取入れ」、「障がい者や高齢者雇用の促進」、「専門部署の立上げ」といっ

た取組みを行っている企業が相対的に多かった。一方で、300 名以下の企業では「廃棄

物の削減・リサイクル」、「地域清掃、防犯など地域貢献活動」といった取組みを行って

いる企業が相対的に多かった。 
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そ
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無
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答

合計 8,957 19.5 7.5 5.5 9.3 25.7 2.0 11.6 10.4 7.8 23.9 3.2 49.2
1,000名超の企業 162 31.5 13.6 8.0 17.3 52.5 9.3 24.1 25.3 18.5 53.7 2.5 13.6
300名超1,000名以下の企業 664 28.9 10.7 5.4 13.4 49.4 2.9 17.5 26.1 16.3 43.8 3.2 25.6
300名以下の企業 8,130 18.5 7.1 5.4 8.8 23.2 1.8 10.9 8.8 6.9 21.6 3.2 51.9
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係
者
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の
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地
域
社
会
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の
貢
献
・

配
慮

そ
の
他

無
回
答

合計 8,957 19.5 7.5 5.5 9.3 25.7 2.0 11.6 10.4 7.8 23.9 3.2 49.2
受注・需要の減少 2,458 20.7 8.1 6.6 9.1 27.3 1.7 12.6 10.5 9.4 25.2 2.4 49.3
原材料・人件費の増加 5,395 22.1 8.8 6.1 10.7 30.2 2.2 13.3 12.4 9.3 27.7 2.3 45.6
価格の低下 463 18.8 8.4 6.5 9.7 22.7 3.9 12.7 7.8 7.1 17.1 2.2 51.8
人員の不足 4,844 20.0 7.8 5.4 10.2 29.8 2.3 13.3 13.2 8.9 27.2 2.8 46.8
人材の能力不足 2,455 21.1 9.0 6.0 11.4 32.0 2.6 14.5 14.3 9.8 28.2 2.8 44.5
同業他社との競争激化 1,614 21.9 8.2 7.2 12.9 32.7 2.7 14.1 13.3 8.7 28.0 2.7 44.7
資金繰りの悪化 517 18.8 9.7 5.4 7.0 18.0 1.5 9.5 5.0 6.6 17.0 3.5 56.3
特にない 466 14.8 4.1 3.4 4.1 8.4 0.6 4.1 1.5 3.6 12.0 10.1 55.2
その他 302 17.9 7.6 6.0 10.3 22.8 1.0 9.9 7.6 9.3 27.5 10.6 47.7
無　回　答 226 3.5 0.4 2.2 1.3 5.8 0.0 3.1 4.0 0.4 5.3 0.4 88.5

％  

％  
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 ４ 

◆  企業の経営課題・問題点別に見ると、「人員の不足」、「人材の能力不足」、「同業他社と

の競争激化」といった課題を挙げた企業は、 SDGs に関連して行っている取組みとして

「目標・KPI の設定」、「従業員の働きやすい環境の整備」、「障がい者や高齢者雇用の

促進」を挙げた割合が高かった。  

 

【SDGs に関連して行っている取組み】   

        
  

  

【SDGs に関連して行っている取組み：規模別】  
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理解するための情報収集

経営計画への取入れ

取組みに関する情報発信

地域清掃、防犯など地域貢献活動

既存商品・サービスでの取組み

再生可能エネルギーの導入

目標・ＫＰＩの設定

障がい者や高齢者雇用の促進

寄付

ブランディングやＰＲ等で活用

ステークホルダーとの連携強化

植林など環境保護活動

関連事業立上、新商品や新サービス開発

専門部署の立上げ

ＳＤＧｓを考慮した取引先の選定

その他

無回答

%

n=3,918
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な
ど
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動 寄
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そ
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無
回
答

合計 3,918 29.9 7.4 23.0 13.8 4.7 8.6 5.5 15.0 2.9 19.0 43.4 14.5 35.5 32.8 13.8 18.3 5.6 10.0 3.4 8.0
1,000名超の企業 134 38.1 20.9 44.8 38.1 20.9 18.7 8.2 20.1 6.7 32.8 49.3 20.1 32.8 40.3 29.1 17.2 14.2 15.7 2.2 6.7
300名超1,000名以下の企業 480 40.6 12.3 33.1 22.7 10.2 11.0 6.9 18.3 2.9 27.9 54.2 21.5 39.2 34.6 25.8 22.7 7.9 14.0 2.7 5.8
300名以下の企業 3,304 28.0 6.1 20.6 11.5 3.2 7.8 5.2 14.3 2.8 17.2 41.6 13.3 35.0 32.3 11.4 17.7 4.9 9.2 3.6 8.4

％  
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【SDGs に関連して行っている取組み：現在の経営課題・問題点別】  

   

   

 

５５．．SSDDGGssにに取取組組むむ上上ででのの課課題題はは「「取取組組みみをを行行うう時時間間的的・・人人的的余余裕裕ががなないい」」がが 3311..22％％でで最最もも高高

いい  

◆  SDGs に取組む上での課題について尋ねたところ、「取組みを行う時間的・人的余裕が

ない」（31.2％）、「具体的にどう取組めばよいか分からない」（ 22.2％）、「詳しい人材

の不足」（19.3％）が上位 3 位となった。「社内での理解が得られない」(6.8％)、「社

会的に認知されていない」(7.0％)の回答は少なかった。 

◆  「無回答」（14.3％）を除いた、SDGs に取組む上での課題を抱えている企業は全体の

85.7％だった。  

◆  規模別に見ると、1,000 名超の企業は 300 名以下の企業と比較して「詳しい人材の不

足」、「取組みを行う時間的・人的余裕がない」、「取組みに対する公的支援が不足して

いる」を挙げた企業が相対的に多かった。一方で、300 名以下の企業では「メリット

が分からない」、「具体的にどう取組めばよいか分からない」、「取組みを行うための資

金の不足」を挙げた企業が相対的に多かった。  

◆  企業の経営課題・問題点別に見ると、「人員の不足」、「人材の能力不足」、「同業他社と

の競争激化」といった課題を挙げた企業は、 SDGs に取組む上での課題として「詳しい

人材の不足」を挙げた割合が高かった。「資金繰りの悪化」を挙げた企業は、SDGs に

取組む上での課題として「具体的にどう取組めばよいか分からない」、「取組みを行う

ための資金の不足」、「メリットが分からない」、「取組みに対する公的支援が不足して

いる」、「社会的に認知されていない」、「社内での理解が得られない」を挙げた割合が

高かった。  
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ス

で
の
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み

Ｓ
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Ｇ
ｓ
を
考
慮
し
た

取
引
先
の
選
定

取
組
み
に
関
す
る
情
報

発
信

節
電
・
省
エ
ネ
ル
ギ
ー

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

の
導
入

廃
棄
物
の
削
減
・
リ
サ

イ
ク
ル

従
業
員
の
働
き
や
す
い

環
境
の
整
備

障
が
い
者
や
高
齢
者
雇

用
の
促
進

地
域
清
掃
、
防
犯
な
ど

地
域
貢
献
活
動

植
林
な
ど
環
境
保
護
活

動 寄
付

そ
の
他

無
回
答

合計 3,918 29.9 7.4 23.0 13.8 4.7 8.6 5.5 15.0 2.9 19.0 43.4 14.5 35.5 32.8 13.8 18.3 5.6 10.0 3.4 8.0
受注・需要の減少 1,100 31.8 8.0 22.3 13.2 5.5 8.9 6.0 16.6 2.7 20.4 47.2 15.2 40.5 30.3 12.0 19.3 5.3 9.5 2.5 7.6
原材料・人件費の増加 2,639 32.5 8.2 24.7 15.2 5.4 9.0 5.6 16.4 2.6 20.4 45.4 15.3 38.0 35.2 15.4 19.7 5.6 10.0 2.8 7.6
価格の低下 167 30.5 5.4 25.7 9.6 2.4 9.6 6.6 14.4 3.6 15.6 42.5 15.0 34.1 34.1 10.8 13.2 6.6 7.8 4.8 7.8
人員の不足 2,298 31.5 7.8 25.0 15.5 4.9 9.3 5.4 15.1 3.2 21.0 44.3 15.0 35.4 37.1 15.5 21.1 6.2 10.7 3.3 6.8
人材の能力不足 1,210 30.7 7.7 25.0 16.0 4.5 8.8 5.0 15.3 3.6 19.2 44.7 15.6 34.5 35.9 15.8 18.2 6.0 11.4 2.8 7.8
同業他社との競争激化 788 34.0 8.2 23.9 16.9 6.9 11.5 6.5 17.0 3.4 23.4 46.6 15.7 36.8 35.0 15.0 21.8 6.5 11.2 3.0 6.7
資金繰りの悪化 178 35.4 5.6 20.8 6.7 5.1 10.1 8.4 14.6 1.7 14.0 41.6 13.5 37.6 27.5 11.2 10.1 4.5 9.0 6.2 6.7
特にない 137 15.3 3.6 13.9 2.2 0.7 5.8 3.6 8.8 2.9 2.2 24.1 9.5 20.4 18.2 5.1 8.0 3.6 8.0 11.7 11.7
その他 134 26.1 5.2 17.9 13.4 3.7 5.2 9.0 20.9 3.0 26.1 38.1 13.4 39.6 36.6 16.4 24.6 7.5 17.2 5.2 9.0
無　回　答 26 7.7 0.0 3.8 3.8 0.0 3.8 3.8 7.7 0.0 11.5 42.3 15.4 19.2 19.2 7.7 3.8 3.8 7.7 0.0 42.3

％  
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【SDGs に取組む上での課題】 

   

【SDGs に取組む上での課題：規模別】   

  

【SDGs に取組む上での課題：現在の経営課題・問題点別】   
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合計 8,957 7.0 6.8 14.0 22.2 19.3 8.7 31.2 12.4 11.4 14.3
1,000名超の企業 162 7.4 5.6 3.7 16.0 29.6 6.2 36.4 14.8 12.3 16.0
300名超1,000名以下の企業 664 5.1 6.3 7.1 17.0 29.1 8.6 38.9 15.1 11.1 14.9
300名以下の企業 8,130 7.1 6.9 14.8 22.8 18.3 8.8 30.5 12.1 11.4 14.2
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取
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無
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合計 8,957 7.0 6.8 14.0 22.2 19.3 8.7 31.2 12.4 11.4 14.3
受注・需要の減少 2,458 7.8 7.6 14.1 24.9 20.9 12.2 36.1 14.0 10.3 10.9
原材料・人件費の増加 5,395 6.9 7.8 14.6 23.7 22.2 10.5 35.4 14.4 10.5 11.0
価格の低下 463 11.2 6.9 15.8 21.4 18.6 10.4 28.5 13.0 9.7 13.2
人員の不足 4,844 6.7 7.9 14.5 23.1 22.9 9.2 36.2 13.7 10.0 11.7
人材の能力不足 2,455 7.1 9.2 16.2 24.6 23.7 8.9 36.7 13.6 9.7 10.9
同業他社との競争激化 1,614 5.9 7.5 12.9 25.0 22.5 10.0 33.5 14.6 11.2 12.2
資金繰りの悪化 517 11.0 10.6 18.0 27.7 16.6 22.6 34.8 16.2 7.7 8.5
特にない 466 7.1 1.7 13.5 18.2 8.2 4.3 13.9 6.4 23.0 19.3
その他 302 9.3 4.0 13.2 19.9 15.2 7.3 27.8 13.9 26.5 11.9
無　回　答 226 0.9 2.2 1.8 3.5 4.0 0.9 4.4 1.3 0.4 86.3

％  

％  
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６６．．結結果果ののままととめめ  

◆  企業の SDGs についての対応状況は、「既に対応を行っている」もしくは「対応を検討

している」企業は 43.8％となった。一方で、51.5％の企業が「対応は予定していない」、

「詳しくは知らない」、「全く知らない」と回答した。  

◆  規模別に見ると、1,000 名超の企業は 300 名以下の企業よりも SDGs についての認知度

が高く対応が進んでいることが示された。 

◆  SDGs に取組む目的・理由については、「企業イメージの向上」（25.7％）、「地域社会へ

の貢献・配慮」（23.9％）、「コスト削減」（19.5％）、「従業員のモチベーションアップ」

（11.6％）が多かった。 

◆  一方で、「無回答」が 49.2％を占めていた。SDGs に取組む目的・理由について明確に

説明することが難しい企業も多いと考えられる。  

◆  SDGs に関連して行っている取組みは、「節電・省エネルギー」（43.4％）、「廃棄物の削

減・リサイクル」（35.5％）、「従業員の働きやすい環境の整備」（32.8％）が多かった。

環境負荷の低減や働きやすい環境の整備といった身近な取組みを行っている企業が多

いことが示された。 

◆  SDGs に取組む上での課題については、「取組みを行う時間的・人的余裕がない」

（31.2％）、「具体的にどう取組めばよいか分からない」（22.2％）、「詳しい人材の不

足」（19.3％）が上位 3 位となった。 

◆  「無回答」（14.3％）を除いた、SDGs に取組む上での課題を抱えている企業は全体の

85.7％だった。  

◆  規模別に見ると、1,000 名超の企業は 300 名以下の企業と比較して「詳しい人材の不

足」、「取組みを行う時間的・人的余裕がない」、「取組みに対する公的支援が不足して

いる」を挙げた企業が相対的に多かった。一方で、300 名以下の企業では「メリット

が分からない」、「具体的にどう取組めばよいか分からない」、「取組みを行うための資

金の不足」を挙げた企業が相対的に多かった。  

 

７７．．得得らられれたた示示唆唆とと今今後後ののあありり方方  

◆  SDGs について対応を行っているもしくは検討している企業が 43.8％を占めたものの、

対応は予定していないもしくは SDGs について知らない企業も 51.5％にのぼった。 

◆  調査からは、1,000 名超の企業で SDGs 取組みを進める企業が多い一方で、300 名以下

の企業では SDGs に取組む企業が少ない状況が示された。 1,000 名超の企業では地域社

会への貢献・配慮や企業イメージの向上、採用活動でのプラスの効果などを目的に SDGs

取組みを進める企業が多い一方で、300 名以下の企業ではそういった目的を持つと回

答した企業は少なかった。  

◆  また、企業が SDGs に取組む上での目的や内容は自社の経営課題・問題点により異なっ

ていた。人員不足や競争激化といった経営課題を持つ企業は、従業員のモチベーショ

ンアップや採用活動でのプラスの効果、他社との差別化を目的として積極的に SDGs に
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取組んでいることが示された。こうした企業は、SDGs 達成に関連して目標・KPI の設

定や従業員の働きやすい環境の整備、障がい者や高齢者雇用などに積極的に取組んで

いることが示された。 

◆  SDGs に取組む上での課題としては人材・時間の不足やどのように取組めば良いか分か

らないといった点が挙げられた。一方で、社内での理解が得られないとの回答は少な

く SDGs に関する認知度は高いことが示された。SDGs 取組みの推進には、人材・時間の

確保や情報収集が求められる。  

◆  国際社会で各国が SDGs 達成に向けた取組みを進める中、日本でも SDGs に関連して「炭

素税」の導入や「コーポレートガバナンス・コード」の策定・改訂といった取組みが行

われており、企業はこうした規制や要請に対応することが求められている。 

◆  このように経営環境が変化する中、企業は SDGs に関する情報収集と対応が求められて

おり、企業の SDGs 取組みに関する調査は今後も重要な情報となると考えられる。 
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［参考資料］

　　景気動向の地域別比較

１．業況 （構成比：％､D.I.）

やや やや 業況判断

良い 悪い D.I.

2022/ 9（前回) 9.0 18.5 37.8 24.9 8.3 -2.6

全国 2023/10（今回) 10.6 22.2 39.0 21.2 6.0 5.1
2024/ 3見通 8.5 22.4 41.8 18.7 4.2 6.1
2022/ 9（前回) 5.9 15.6 46.0 24.9 6.3 -5.1

北海道 2023/10（今回) 10.6 25.2 39.2 19.3 4.7 9.0
2024/ 3見通 8.6 22.3 41.5 21.9 3.3 5.5
2022/ 9（前回) 5.6 15.6 40.2 28.1 9.9 -10.6

東北 2023/10（今回) 6.0 15.6 46.5 22.9 8.5 -6.2
2024/ 3見通 5.0 15.8 45.7 22.1 6.8 -4.9
2022/ 9（前回) 10.3 20.0 38.1 22.9 7.3 1.5

関東 2023/10（今回) 13.0 22.9 38.4 18.6 5.5 9.6
2024/ 3見通 9.7 24.4 40.5 16.3 3.5 10.3
2022/ 9（前回) 7.7 20.1 38.4 25.9 6.6 -1.9
2023/10（今回) 8.6 20.6 35.6 27.4 7.8 -2.5
2024/ 3見通 5.2 20.6 40.7 26.0 5.4 -2.9
2022/ 9（前回) 8.1 16.8 37.0 26.7 10.5 -7.4

東海 2023/10（今回) 8.3 22.7 38.4 24.2 5.8 1.8
2024/ 3見通 6.1 22.7 42.8 22.0 3.5 3.0
2022/ 9（前回) 9.6 18.6 37.2 23.8 8.2 -1.2

近畿 2023/10（今回) 11.1 22.0 38.7 21.5 5.9 5.5
2024/ 3見通 9.8 21.5 41.2 18.4 4.1 7.3
2022/ 9（前回) 7.2 17.9 37.0 28.5 8.5 -6.6

中国 2023/10（今回) 8.0 22.2 40.1 24.4 5.2 1.7
2024/ 3見通 8.1 22.1 41.5 20.8 4.9 3.9
2022/ 9（前回) 7.7 17.5 34.0 29.8 10.5 -8.9

四国 2023/10（今回) 8.3 21.1 39.4 20.3 9.7 -1.0
2024/ 3見通 5.4 19.4 45.1 17.4 7.7 -1.3
2022/ 9（前回) 9.6 18.0 36.9 25.7 9.0 -3.2
2023/10（今回) 11.3 23.0 40.2 19.1 5.0 8.3
2024/ 3見通 9.1 23.5 44.9 15.0 3.5 9.8

（注）業況判断D.I.は次の算式による。

     （良いと回答した企業数％）＋（やや良いと回答した企業数％）×0.5

      －（やや悪いと回答した企業数％）×0.5－（悪いと回答した企業数％）

甲信越
・
北陸

九州
・
沖縄

　  業況判断D.I.の推移（全国）
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２．売上及び経常損益 （構成比：％､D.I.）

増収
前年
並み

減収
売上
D.I.

増益
前年
並み

減益
経常損益
D.I.

2021年度実績  (前回) 37.3 34.7 26.1 11.2 33.6 37.6 26.4 7.2
全国 2022年度実績  (今回) 42.3 36.2 20.2 22.1 34.8 38.7 24.5 10.3

2023年度見通  (今回) 35.4 43.6 16.6 18.8 29.8 46.0 19.1 10.7
2021年度実績  (前回) 30.0 41.4 27.1 3.0 26.6 43.0 28.3 -1.7

北海道 2022年度実績  (今回) 44.1 32.9 21.6 22.6 37.9 38.2 22.2 15.6
2023年度見通  (今回) 37.9 41.9 17.6 20.3 30.2 46.5 20.6 9.6
2021年度実績  (前回) 28.9 39.5 30.3 -1.3 25.5 42.8 30.1 -4.5

東北 2022年度実績  (今回) 31.7 43.7 24.4 7.3 29.2 45.2 24.6 4.5
2023年度見通  (今回) 24.2 51.5 20.6 3.5 23.1 51.5 21.9 1.3
2021年度実績  (前回) 41.3 32.4 24.2 17.1 37.6 35.7 24.0 13.5

関東 2022年度実績  (今回) 43.1 35.2 19.6 23.5 36.1 36.8 24.3 11.9
2023年度見通  (今回) 38.1 41.6 14.5 23.6 32.7 43.8 17.2 15.4
2021年度実績  (前回) 41.5 33.6 23.8 17.7 38.8 32.0 25.7 13.2
2022年度実績  (今回) 41.7 34.8 22.9 18.8 31.5 37.5 30.6 0.8
2023年度見通  (今回) 31.8 40.7 25.4 6.4 25.9 45.4 26.9 -1.0
2021年度実績  (前回) 38.0 32.0 28.7 9.3 32.1 36.1 30.6 1.6

東海 2022年度実績  (今回) 42.6 35.4 21.1 21.5 32.5 36.0 29.8 2.7
2023年度見通  (今回) 37.2 42.8 17.2 20.0 28.7 48.2 19.3 9.4
2021年度実績  (前回) 36.0 35.9 25.4 10.7 33.3 38.4 25.3 8.0

近畿 2022年度実績  (今回) 45.7 35.1 18.2 27.5 37.3 38.8 22.1 15.2
2023年度見通  (今回) 36.2 43.7 15.3 21.0 30.7 45.9 17.8 12.9
2021年度実績  (前回) 32.5 36.2 30.0 2.5 27.9 42.1 28.3 -0.4

中国 2022年度実績  (今回) 41.0 37.3 21.1 20.0 33.5 41.5 24.4 9.2
2023年度見通  (今回) 35.1 44.9 17.3 17.8 28.1 47.5 21.7 6.4
2021年度実績  (前回) 37.6 35.8 25.2 12.3 31.9 37.5 28.1 3.9

四国 2022年度実績  (今回) 34.0 43.4 21.5 12.6 28.8 40.3 28.6 0.3
2023年度見通  (今回) 28.3 48.3 18.9 9.4 24.0 46.6 23.4 0.6
2021年度実績  (前回) 37.0 35.1 26.7 10.3 33.3 37.2 27.8 5.5
2022年度実績  (今回) 39.8 37.5 20.5 19.3 34.6 42.0 21.8 12.8
2023年度見通  (今回) 33.1 46.4 16.5 16.7 30.0 47.6 17.8 12.2

（注１）増収（増益）は、「連続増収（増益）」と「増収（増益）に転じた（る）」企業の合計。

　　　  減収（減益）は、「連続減収（減益）」と「減収（減益）に転じた（る）」企業の合計。

（注２）売上（経常損益）D.I.は次の算式による。

　　(連続増収（増益）と回答した企業数％）＋（増収（増益）に転じた（る）と回答した企業数％)

　  －（減収（減益）に転じた（る）と回答した企業数％)－(連続減収（減益）と回答した企業数％）

経常損益Ｄ．Ｉ．の推移（全国）

甲信越
・
北陸

売 上 経 常 損 益

九州
・
沖縄

-30

-20

-10

0

10

20

30

40

50

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

見通

D.I. 規模別

1,000名超

300名超1,000名以下

300名以下

-30

-20

-10

0

10

20

30

40

50

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23

見通

D.I. 製造・非製造業別

全産業

製造業

非製造業

36



3．従業員数の増減 （構成比：％､D.I.）

従業員数

D.I.

2022/4実績  （前回） 25.7 63.0 9.4 16.3

全国 2023/4実績  （今回） 27.3 61.6 9.7 17.6
2024/4見通  （今回） 38.1 54.0 3.7 34.4

2022/4実績  （前回） 24.9 60.8 12.7 12.2

北海道 2023/4実績  （今回） 28.9 62.8 7.6 21.3
2024/4見通  （今回） 36.9 57.5 3.3 33.6

2022/4実績  （前回） 22.0 66.5 10.2 11.9

東北 2023/4実績  （今回） 21.9 64.3 11.3 10.6
2024/4見通  （今回） 32.4 57.5 4.5 27.9

2022/4実績  （前回） 26.9 60.8 9.8 17.1

関東 2023/4実績  （今回） 28.3 60.0 9.8 18.6
2024/4見通  （今回） 38.1 53.6 3.3 34.8

2022/4実績  （前回） 30.7 61.6 6.6 24.1
2023/4実績  （今回） 28.5 59.3 11.1 17.4
2024/4見通  （今回） 41.9 49.3 6.1 35.8

2022/4実績  （前回） 23.4 66.7 8.9 14.5

東海 2023/4実績  （今回） 27.2 63.4 9.0 18.2
2024/4見通  （今回） 36.8 55.6 5.0 31.8

2022/4実績  （前回） 26.3 62.3 9.0 17.3

近畿 2023/4実績  （今回） 28.0 60.9 9.7 18.3
2024/4見通  （今回） 38.0 54.1 3.5 34.5

2022/4実績  （前回） 23.2 68.3 7.7 15.5

中国 2023/4実績  （今回） 25.7 63.5 9.6 16.1
2024/4見通  （今回） 38.2 55.7 3.5 34.8

2022/4実績  （前回） 24.2 62.1 13.0 11.2

四国 2023/4実績  （今回） 22.6 63.4 12.9 9.7
2024/4見通  （今回） 34.9 55.7 4.3 30.6

2022/4実績  （前回） 24.8 63.7 9.6 15.2
2023/4実績  （今回） 26.7 63.8 7.9 18.8
2024/4見通  （今回） 41.2 52.1 2.5 38.7

（注）従業員数D.I.は次の算式による。

    （従業員を増やした（す）と回答した企業数％）－（従業員を削減した（する）と回答した企業数％）

甲信越
・
北陸

九州
・
沖縄

従業員数D.I.の推移（全国）

増やした(す) 横ばい 削減した(する)
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D.I. 製造・非製造業別

全産業
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【【  11  】】従従業業員員数数ににつついいてて（（パパーートト・・アアルルババイイトト含含ままずず））

　　①50名以下（60.3％） ②51名以上100名以下（12.9％） ③101名以上300名以下（17.5％） ④301名以上500名以下（4.9％）
　　⑤501名以上1,000名以下（2.5％） ⑥1,001名以上3,000名以下（1.3％） ⑦3,001名以上（0.5％）

  　　　　　　◇◇従従業業員員数数のの増増減減ににつついいてて
        2023/4実績： ①増やした（27.3％） ②横ばい（61.6％） ③削減した（9.7％）
        2024/4見通： ①増やす（38.1％）   ②横ばい（54.0％） ③削減する（3.7％）

【【  22  】】業業況況ににつついいてて

     現在：      ①良い（10.6％）  ②やや良い（22.2％） ③ふつう（39.0％） ④やや悪い（21.2％） ⑤悪い（6.0％）
     2024/3見通：①良い（8.5％）   ②やや良い（22.4％） ③ふつう（41.8％） ④やや悪い（18.7％） ⑤悪い（4.2％）

【【  33  】】売売上上ににつついいてて（（前前年年度度とと⽐べべ））

     2022年度実績：　①連続増収（18.3％） ②増収に転じた（24.0％） ③前年並み（36.2％） ④減収に転じた（17.1％） ⑤連続減収（3.1％）
     2023年度見通：　①連続増収（15.7％） ②増収に転じる（19.7％） ③前年並み（43.6％） ④減収に転じる（13.7％） ⑤連続減収（2.9％）

【【  44  】】経経常常損損益益ににつついいてて（（前前年年度度とと⽐べべ））

     2022年度実績：　①連続増益（14.3％） ②増益に転じた（20.5％） ③前年並み（38.7％） ④減益に転じた（21.2％） ⑤連続減益（3.3％） 
     2023年度見通：　①連続増益（11.1％） ②増益に転じる（18.7％） ③前年並み（46.0％） ④減益に転じる（15.7％） ⑤連続減益（3.4％） 

【【  55  --11  】】設設備備投投資資金金額額ににつついいてて（（前前年年度度とと比比べべ））

     2022年度実績：  ①増加した（12.7％） ②やや増加した（18.5％） ③横ばい（56.6％） ④やや減少した（6.1％） ⑤減少した（3.7％）
     2023年度見通：  ①増加する（11.2％） ②やや増加する（19.2％） ③横ばい（53.4％） ④やや減少する（6.9％） ⑤減少する（4.0％）

【【  55  --22  】】設設備備投投資資目目的的ににつついいてて（（主主ななもものの２２つつままでで））

　　①生産・販売能力の増強（35.0％） ②製（商）品・サービスの向上（16.5％） ③省力・合理化（22.4％）④経営の多角化（8.5％）
　　⑤研究・開発（4.8％） ⑥設備の更新維持（39.6％）⑦特にない（12.9％） ⑧その他（4.4％）

【【  66  】】製製（（商商））品品・・ササーービビススのの販販売売価価格格ににつついいてて（（前前年年度度とと比比べべ））

     2022年度実績：  ①上昇した（16.3％） ②やや上昇した（35.5％） ③横ばい（40.7％） ④やや下落した（2.9％） ⑤下落した（0.6％）
     2023年度見通：  ①上昇する（13.4％） ②やや上昇する（35.7％） ③横ばい（40.3％） ④やや下落する（3.0％） ⑤下落する（0.8％）

【【  77  】】原原材材料料・・製製（（商商））品品のの仕仕入入価価格格ににつついいてて（（前前年年度度とと比比べべ））

     2022年度実績：  ①上昇した（44.0％） ②やや上昇した（35.1％） ③横ばい（15.7％） ④やや下落した（1.0％） ⑤下落した（0.2％）
     2023年度見通：  ①上昇する（34.9％） ②やや上昇する（38.2％） ③横ばい（18.0％） ④やや下落する（1.5％） ⑤下落する（0.3％）

【【  88  】】現現在在のの経経営営課課題題・・問問題題点点ににつついいてて（（主主ななもものの３３つつままでで））

　　①受注・需要の減少（27.4％） ②原材料・人件費の増加（60.2％） ③価格の低下（5.2％） ④人員の不足（54.1％） ⑤人材の能力不足（27.4％）
　　⑥同業他社との競争激化（18.0％） ⑦資金繰りの悪化（5.8％） ⑧特にない（5.2％） ⑨その他（3.4％）

【【  99  】】賃賃上上げげににつついいてて（（前前年年度度とと比比べべたた22002233年年度度実実績績））

　　①前年度より高い賃上げを実施した（37.6％） ②前年度並みの賃上げを実施した（32.4％） ③前年度より低い水準で賃上げを実施した（6.2％） 
　　④賃上げを実施していない（18.3％） ⑤賃金を引き下げた（0.5％） ⑥その他（2.2％） 

【【  1100  】】設設問問【【  99  】】のの選選択択理理由由（（主主ななもものの22つつままでで））

　　　　◇◇賃賃上上げげをを実実施施ししたた理理由由（（【【  99  】】でで①①②②③③とと回回答答ししたた方方がが対対象象））※※主主ななもものの22つつままでで
      ①業績改善のため（8.8％） ②人材確保のため（42.5％） ③最低賃金上昇に対応するため（17.5％） ④世間の動向に合わせるため（21.8％）
      ⑤物価上昇への対応のため（34.5％） ⑥政府の要請に応じるため（40.8％） ⑦従業員の士気高揚のため（0.0％） ⑧その他（3.1％）

　　　　◇◇賃賃上上げげをを実実施施ししななかかっったた、、賃賃金金をを引引きき下下げげたた理理由由（（【【  99  】】でで④④⑤⑤とと回回答答ししたた方方がが対対象象））※※主主ななもものの22つつままでで
      ①業績悪化のため（19.9％） ②コスト増のため（23.1％） ③収益構造上賃上げが難しいため（25.3％） ④すでに適正な賃金水準のため（24.5％）
      ⑤必要性を感じていないため（11.9％） ⑥雇用維持を優先したため（9.2％） ⑦その他（8.0％）

【【  1111  】】今今後後１１００年年間間でで重重要要性性をを増増すすとと思思わわれれるる経経営営課課題題ににつついいてて（（主主ななもものの３３つつままでで））

　　①商品開発力の向上（17.5％） ②生産性の向上（35.5％） ③事業のグローバル化（8.3％） ④非グローバル化・国内回帰（1.2％）
　　⑤同業他社との競争強化（19.6％） ⑥事業領域の見直し（12.9％） ⑦新規事業の開拓（23.7％） ⑧顧客層の拡大（22.4％） ⑨財務体質の改善（9.2％）
　　⑩人材確保・育成（62.4％） ⑪後継者問題（15.4％） ⑫他社や大学・研究機関との連携（1.3％） ⑬特定できない（2.2％） ⑭その他（2.3％）
　　

【【定定例例調調査査項項目目】】
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【【  1122  】】現現在在、、企企業業（（経経営営者者））のの興興味味・・関関心心ののああるる内内容容ににつついいてて（（主主ななもものの22つつままでで））

　　　　◇◇事事業業展展開開ににつついいてて
      ①売上の拡大（54.9％） ②海外展開の強化（5.2％） ③株式上場（1.3％） ④販路拡大・多角化（22.8％） ⑤収益性の向上（59.2％） 
      ⑥不採算事業の売却（2.0％）⑦その他（4.4％） ⑧興味・関心なし（5.9％）

　　　　◇◇財財務務・・経経理理ににつついいてて
      ①資産運用商品（11.0％） ②資産運用コンサル（4.7％） ③融資関係（11.6％） ④株式関係（4.9％） ⑤リース関係（5.9％） 
      ⑥会計・税務相談（19.3％） ⑦税制改正への対応（29.9％） ⑧金融市場の動向（11.6％） ⑨その他（8.3％） ⑩興味・関心なし（23.1％）
　　

　　　　◇◇事事業業リリススククににつついいてて
      ①賠償リスク（18.4％） ②災害リスク（29.8％） ③為替リスク（6.9％） ④サイバーリスク（14.3％） ⑤営業リスク（コンプライアンス）（20.6％） 
      ⑥事業継承（22.3％） ⑦内部統制（17.7％） ⑧その他（5.7％） ⑨興味・関心なし（11.9％）
　　

　　　　◇◇不不動動産産ににつついいてて
      ①不動産売却（8.1％） ②不動産購入（16.3％） ③新規出店（7.6％） ④オフィス移転（9.8％） ⑤遊休地活用（7.1％） 
      ⑥ビル管理・清掃・設備（6.1％） ⑦その他（9.5％） ⑧興味・関心なし（46.3％）

＜＜福福利利厚厚生生ににつついいてて＞＞
【【  1133  】】今今後後「「拡拡充充ささせせたたいい」」福福利利厚厚生生制制度度ににつついいてて（（当当ててははままるるももののすすべべてて））

　　①人間ドックなど法定外の健康診断に対する補助（23.1％） ②メンタルヘルス対策（21.7％） ③医療保障（企業保障など）（7.0％） 
　　④所得補償（労災保険の付加給付、休業補償、GLTD（団体長期障害所得補償保険）など）（10.5％） ⑤死亡保障（グループ保険など）（3.9％） 
　　⑥財産形成（社内預金、従業員持株会など）（7.3％） ⑦退職年金（退職一時金を含む）（16.9％） 
　　⑧住宅手当（家賃、利子等の補助、社宅・寮の提供など）（7.4％） ⑨家族手当（扶養手当、配偶者手当、子ども手当など）（10.2％）
　　⑩慶事給付（結婚祝い金、出産祝い金など）（3.6％） ⑪育児支援（育児休業、ベビーシッター補助など）（13.1％） 
　　⑫介護支援（介護休業、ホームヘルプ補助など）（10.4％） ⑬余暇・レジャー支援（保養所、宿泊施設との提携、レジャー施設の割引など）（9.3％） 
　　⑭社内コミュニケーション促進施策（社内レク補助など）（18.7％） ⑮自己啓発支援（18.1％）⑯不妊治療など妊産・出産包括支援（1.8％） 　
　　⑰社内食堂・食事補助・カフェスペースの設置（6.9％） ⑱特になし（20.3％） ⑲その他（3.0％） 

【【  1144  】】貴貴社社がが人人事事・・労労務務戦戦略略ににおおいいてて重重点点的的にに取取組組ままれれてていいるるここととににつついいてて（（当当ててははままるるももののすすべべてて））

　　①優秀な人材の登用（33.7％） ②人材の育成・能力開発（51.5％） ③従業員の定着（46.7％） ④従業員のワーク・ライフ・バランスの改善（24.0％） 
　　⑤退職金・企業年金制度の再構築（9.3％） ⑥福利厚生制度の見直し、再構築（10.1％） ⑦組織・風土の改善（16.4％） 
　　⑧労働時間の効率的管理（26.1％） ⑨教育・能力管理の再構築（14.5％） ⑩女性従業員の採用・活用（14.5％） ⑩ダイバーシティ推進（3.8％） 
　　⑪同一労働・同一賃金への対応（6.5％） ⑫その他（5.6％） 

【【  1155  】】貴貴社社のの抱抱ええるる人人事事・・労労務務上上のの課課題題ににつついいてて（（当当ててははままるるももののすすべべてて））

　　①オフィスの移転や縮小、IT環境の整備を含めたテレワーク関連対策（9.3％） ②労働時間の削減やワーク・ライフ・バランスの実施（32.9％）
　　③評価システムの整備（29.2％） ④病気を抱える従業員の労務管理・メンタルヘルス対策（16.5％） ⑤70歳までの延長雇用における環境整備（19.7％）
　　⑥副業・兼業の容認（7.0％） ⑦同一労働・同一賃金への対応（8.9％） ⑧有期雇用から無期雇用への転換ルールの整備（3.5％）
　　⑨女性特有の健康問題に対する対策（5.0％） ⑩特になし（21.6％） ⑪その他（4.2％）

【【  1166  】】SSDDGGssににつついいててのの対対応応状状況況ににつついいてて

　　①SDGsについて全く知らない（3.9％） ②SDGsという言葉は聞いたことがあるが、内容は詳しくは知らない（10.8％） 
　　③SDGsの内容についても理解しているが、対応は予定していない（36.8％） ④SDGsについて対応を行うことを検討している（16.8％） 
　　⑤SDGsについて既に対応を行っている（27.0％） 

【【  1177  】】SSDDGGssにに取取組組むむ目目的的・・理理由由((当当ててははままるるももののすすべべてて))

　　①コスト削減(光熱費など)（19.5％） ②売上高の増加(環境意識の高い消費者の取込みなど)（7.5％） ③新規取引先の増加（5.5％） 
　　④他社との差別化（9.3％） ⑤企業イメージの向上（25.7％） ⑥不祥事、取引停止、訴訟などのリスクの防止（2.0％） 
　　⑦従業員のモチベーションアップ（11.6％） ⑧採用活動でのプラスの効果（10.4％） ⑨関係者(取引先、親会社、顧客など)からの要請（7.8％） 
　　⑩地域社会への貢献・配慮（23.9％） ⑪その他（3.2％） 

【【  1188  】】SSDDGGssにに関関連連ししてて行行っってていいるる取取組組みみ((当当ててははままるるももののすすべべてて))　　※※設設問問【【  1166  】】でで④④⑤⑤いいずずれれかかをを選選択択ししたた方方

　　①SDGsについて理解するための情報収集（29.9％） ②ステークホルダーとの連携強化（7.4％） ③経営計画へのSDGsの取入れ（23.0％） 
　　④SDGsに関する目標・KPIの設定（13.8％） ⑤SDGsに関する専門部署の立上げ（4.7％） ⑥自社のブランディングやPR、セミナー開催等で活用（8.6％） 
　　⑦SDGsに関連する新規事業の立ち上げ、新商品や新サービスの開発（5.5％） ⑧既存商品・サービスでのSDGsに関する取組み（15.0％） 
　　⑨SDGsを考慮した取引先の選定（2.9％） ⑩自社のSDGs取組みに関する情報発信（19.0％） ⑪節電・省エネルギー（43.4％） ⑫再生可能エネルギーの導入（14.5％） 
　　⑬廃棄物の削減・リサイクル（35.5％） ⑭従業員の働きやすい環境の整備（32.8％） ⑮障がい者や高齢者雇用の促進（13.8％） 
　　⑯地域清掃、防犯など地域貢献活動（18.3％） ⑰植林など環境保護活動（5.6％） ⑱寄付（10.0％） ⑲その他（3.4％） 

【【  1199  】】SSDDGGssにに取取組組むむ上上ででのの課課題題((当当ててははままるるももののすすべべてて))

　　①社会的に認知されていない（7.0％） ②取組みについて社内での理解が得られない（6.8％） ③取組むメリットが分からない（14.0％） 
　　④具体的にどのような取組みをすればよいか分からない（22.2％） ⑤SDGsに詳しい人材の不足（19.3％） ⑥取組みを行うための資金の不足（8.7％） 
　　⑦取組みを行う時間的・人的余裕がない（31.2％） ⑧SDGs取組みに対する公的な支援が不足している（12.4％） ⑨その他（11.4％） 

（注）複数回答の設問があるほか、各設問とも無回答分があるため、合計は100％にはなりません。

【【特特別別調調査査項項目目：：企企業業ののSSDDGGssへへのの取取組組みみ】】
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本誌は、信頼できると思われる情報に基づき作成しておりますが、その正確性・完全
性を保証するものではありません。本誌に記載された意見等は、本誌作成時点におけ
る見解であり、将来予告なしに変更する場合もあります。本誌は情報提供のために作
成されたものであり、特定の取引等を行うことを推奨または勧誘するものではありま
せん。本誌の情報に基づいて何らかの取引を行ったとしても、当社は一切責任を負え
ません。本誌の一部または全部を、日本生命保険相互会社の同意なしに、複写・配布
することを禁じます。
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